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1 行政サービスの電子化の状況 2 情報システムの構築状況

総務省「行政手続オンライン化法に基づき行政機関等が公表した事項等の
概要」により作成 
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図表2-5-1 国の行政機関が扱う行政手続のオンラ
イン化件数の推移（左：申請・届出等、
右：申請・届出等以外）
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その他（LAN、WAN、認証局等の 
システム共通基盤） 

外交 
市場資産管理 

法 
消費者の安心・安全 
エネルギー/資源管理 

地方自治 
環境管理 
産業支援 

通商 
輸送 

社会活動の支援 
歳入徴収 

開発・科学 
教育、訓練 
市場の管理 

保険 
災害等管理 

自然 
情報システム管理 

公衆衛生 
公共資産管理 
人事・給与 

調査 
調整 

雇用管理 
政策評価等、広報 
公安、社会秩序 

会計 

図表2-5-2 適用業務

１行政手続オンライン化法に基づき行政機関等が公表した事項等の概要
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3 情報化推進のための組織体制

4 セキュリティポリシー等の策定状況
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情報システム調達におけるRFP 
（調達仕様書・提案依頼書）の策定や、ベンダ選定 

情報システムの開発作業 

実績評価を踏まえた情報システムの改善 

最適化計画などの計画で定めた 
成果目標に対する実績評価 

情報システムに係る監査計画の策定 

情報システム運用・保守作業 

監査結果を踏まえた情報システムの改善 

情報システム担当者養成やユーザー部門の 
職員に対する情報リテラシー能力向上研修の企画 

情報システムの導入/再構築の予算要求 

セキュリティポリシーの策定や見直し 

業務・システムの最適化計画などの導入 
又は再構築の計画の策定 

（出典）総務省「平成17年度　電子政府基本調査（国の行政機関）」 
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図表2-5-3 CIOの権限・機能
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（出典）総務省「平成17年度　電子政府基本調査（国の行政機関）」
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策定する明確な予定はない 
策定を検討中である 
現在、策定を進めている段階である 
既に作成している 

図表2-5-4 情報セキュリティ対策に関する規定類策
定状況

２平成14年9月18日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部長決定
３2005年4月1日現在

1 行政サービスの電子化の状況

2 電子自治体

※　（　）内の数値は団体数 

（出典）総務省「地方自治情報管理概要」
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図表2-5-5 汎用受付システムの導入率の推移（都道
府県、市区町村）
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2 情報システムの構築状況

3 情報化推進のための体制

※　（　）内の数値は団体数 
 

（出典）総務省「地方自治情報管理概要」
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図表2-5-6 業務別の実施率（都道府県、市区町村）

４2005年4月1日現在

（出典）総務省「地方自治情報管理概要」
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※　（　）内の数値は団体数 

図表2-5-7 通則条例の制定状況（都道府県、市区町村）
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1 医療分野におけるICTの活用

2 教育分野におけるICTの活用

3 公共分野

（出典）厚生労働省調査 
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11.7

17.5

19.3

21.5

図表2-5-9 全国の病院レセプトのレセプト電算処理
システム普及率

５厚生労働省、2003年「平成14年医療施設静態調査」
６内閣官房、2005年「世界最先端のIT国家の達成度に関する調査」
７高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部、2005年「評価専門調査会報告書」
８400kbps以上の回線速度

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 
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図表2-5-8 ユビキタスネットワークに期待するサー
ビス
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3 防犯・防災分野におけるICTの活用
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文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」 
により作成 

（％）（台） （人／台） 

（年度末） 

1学校当たりの教育用コンピュータ平均設置台数（台） 
LANに接続している普通教室の割合（％） 
インターネット接続率（％） 
うち高速インターネット接続率（％） 
コンピュータを使って教科指導等ができる教員数の割合（％） 
教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数（人／台）（右軸） 

図表2-5-10 教育機関の情報化の状況

大阪府 
インターネットデータセンター 

保護者 
インターネット網 
携帯電話網 

公園公園 公園 

又は 
光ファ イ バ ー 

校門 

通過 

通過 

管理センター 
（防犯） 

地域ネットワーク 

小学校 

無線ネットワーク 

見守りロボット 

見守りロボット 

見守りロボット 

無線ネットワーク 

見守りロボット 

光ファイバ 

大阪府ホームページ11により作成 

図表2-5-11 ユビキタス街角見守りロボット全体構成イメージ図

９独立行政法人メディア教育開発センター2006年「高等教育機関におけるIT利用実態調査（2004年度）」
10独立行政法人メディア教育開発センター2006年「eラーニング等のITを活用した教育に関する調査報告書（2005年度）」
11大阪府ホームページ（http://www.pref.osaka.jp/fumin/doc/houdou_siryou1_08519.pdf）
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総務省では、畜産業務への電子タグ利用の有効性や課題等を把握するため、岐阜県畜産研究所の協力を

得て、牛体内へ電子タグを投入する実証実験（2005年7月～2006年2月）を行った（図表）。

実証実験は、牛体内に温度センサー付電子タグを投入してその個体識別と健康管理を行うとともに、枝

肉にも温度センサー付電子タグを貼付して枝肉単位で保管時の温度管理を行うことにより、電子タグの利

活用技術とシステムの運用・機能性能等の検証を実施した。

今後の課題としては、「電子タグの安定的な読み取り精度の検証」、「屋内での環境変化にも対応できる環

境を検証」、「継続した運用による評価」、「適用フィールドの拡大」が挙げられている。

畜産物のトレーサビリティC O L U M N

生産 

加工 物流 

販売 

消費者 

・体温センサー 
・電子タグ（134kHz） 

・u-CODE（個体識別） 
・体温/体重 

閲覧 

検索・逆検索 

閲覧 

・体温/体重の蓄積 

データ送信 

取得 

・枝肉番号 
・枝肉保存温度 

取得 データ送信 

・保存温度の蓄積 

2005年度実証実験 

2004年度実証実験 

図表　（実証実験）電子タグによる牛のトレーサビリティシステム


